（別紙１）
予算要求資料
平成26年度6月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　山岳遭難防止対策費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　危機管理部　危機管理政策課　政策企画係　電話番号：058-272-1111（内2414）

　　　　　　　E-mail： c11117@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　補正要求額　　8,958千円（現計予算額： 9,450千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計

予算額
	9,450
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,450

	補正

要求額
	8,958
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,958

	決定額
	7,300
	
	
	
	
	
	
	
	7,300


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　近年、県内における山岳遭難事故は増加傾向にあり、平成25年は遭難件数93件（前年比＋28件）、遭難者数114人（前年比＋35人）と、現存する統計資料上、過去最多を記録し大変憂慮すべき状況となっている。
　特に、県内の山岳遭難事故の約６割が北アルプスで発生していることから、何らかの対策が急務である。

　３千メートル級の山が連なる北アルプスでの安全に登山するためには、高山帯の特徴や登山しようとする山に関する情報の把握と、山の様相に適した装備品等の準備が重要である。登山届の作成は、登山者自身による事前の準備を促す効果が期待できること、また、副次的な効果として、山岳遭難事故発生時の捜索救助の速やかな初動対応が期待できることから、その届け出を義務付ける新たな条例の制定を準備しているところである。

　また、北アルプスでの山岳遭難事故は、登山者が増加する夏山シーズンから秋山シーズンにかけて増加する傾向にあることから、山岳遭難の未然防止を図るため、今年の夏山・秋山の登山シーズンに向け、登山者に対する現地での指導体制や情報発信の強化を図る必要がある。

（２）事業内容

○岐阜県山岳遭難防止対策協議会補助金

・北アルプスでの登山指導員による登山者への指導強化（登山指導、登山
届提出の呼びかけ）

・登山者向け山岳情報（現地情報）の発信

○条例制定・施行関係事務
・条例内容の周知広報の実施、関係機関との調整
・条例対象地域の現場情報の迅速な把握や、登山者の便宜を図るため、北
アルプス地区内の民間団体に業務を委託（予定）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	744
	

	需用費
	1,303
	

	役務費
	36
	

	委託料
	2,766
	

	補助金
	3,858
	岐阜県山岳遭難防止対策協議会補助金

	その他
	251
	

	合計
	8,958
	


	　決定額の考え方　

要求額を精査のうえ、所要額を計上します。



（別紙２）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　北アルプスでの山岳遭難事故を未然に防止する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	北アルプス地区における遭難者の登山届提出率
	59.4%
（H25）
	－
（H  ）
	－
（H  ）
	59.4%
（H25）
	100.0%
（H27）
	－％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○岐阜県山岳遭難防止対策協議会補助金
（１）山岳遭難救助訓練　７日間、延べ85人

（２）山岳パトロール　　37日間、延べ97人

（３）登山指導センターの開設　60日間、延べ117人

（４）山岳遭難事故救助活動　出動件数　24件、出動人数　延べ82人

（５）山岳遭難防止広報活動への参加　シーズン中8回、延べ23人
　　※　各活動日数は平成25年４月から12月末。
従事人員は地区山岳救助隊員の数。
○県による安全登山のための普及啓発

（１）啓発活動　
登山口での広報啓発、リーフレット、登山ガイドブック等の作成

（２）広域連携による活動　
北アルプスを囲む三県関係機関による連絡会議の設置
（３）県外での広報啓発活動
　　県警等と連携し、関東や関西で啓発活動を実施

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　近年の登山ブームにより、県内における山岳遭難事故件数も年々増加傾向にあり、平成25年は現存する統計上過去最多の件数となった。そのため、登山者数が多くなる夏山・秋山シーズンに向け、山岳遭難事故防止対策を実施するとともに、登山者による事前の準備の徹底と山岳遭難の防止を図る新たな条例の制定を目指している。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	　登山者による事前の準備や登山中の安全な行動が重要であることから、登山者への直接の指導強化は有効であり、登山の届出は登山者自身による事前の準備の徹底を促すとともに、山岳遭難時の捜索救助の迅速化等に役立つものである。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	県警、関係機関と連携した山岳遭難防止広報啓発活動を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　新たな条例を制定し、条例の適用地域にしようとする北アルプス地区は、長野県と隣接、富山県と近接しており、両県への働きかけを実施していく必要がある。また、登山ブームによる登山者の増加に対応できるよう体制の整備が必要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　登山者の事前準備を促すための啓発や指導体制の強化に取り組む。


